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公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し 

 

○ 滋賀県新型コロナウイルス感染症対策基金条例（条例第53号） 

１ 新型コロナウイルス感染症に関する対策の円滑な実施を図るため、滋賀県新型コロナウイルス感染症対策基金（以

下「基金」という。）を設置することとしました。（第１条関係） 

２ 基金として積み立てる額は、その積立てをする年度の一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）で定める

額とすることとしました。（第２条関係） 

３ 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならないこととし、

基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができることとしました。（第３条

関係） 

４ 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に繰り入れることとしました。（第４条関係） 

５ 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間および利率を定めて、基金に属する現金

を歳計現金に繰り替えて運用することができることとしました。（第５条関係） 

６ 知事は、基金の設置の目的を達成するために必要な経費の財源に充てるために、予算の定めるところにより、基

金を処分することができることとしました。（第６条関係） 

７ この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、規則で定めることとしました。（第７条関係） 

８ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。 

(2) この条例は、令和８年３月31日限り、その効力を失うこととしました。 

〇 持続的で生産性の高い滋賀の農業推進条例（条例第54号） 

１ この条例は、持続的で生産性の高い農業の推進に関し、基本理念を定め、県の責務等を明らかにするとともに、

県の行う施策の基本となる事項等を定めることにより、持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策を総合的に

推進し、もって滋賀の農業の健全な発展に資することを目的とすることとしました。（第１条関係） 

２ この条例の主な用語の定義に関する規定を設けることとしました。（第２条関係） 

３ 基本理念（第３条関係） 

(1) 持続的で生産性の高い農業の推進は、農地の生産力を最大限に引き出し、農業所得の増大につなげることその

他の多様な農業者等が意欲と誇りを持って農業を営むことができる環境を整備することを旨として行われなけれ

ばならないこととしました。 

(2) 持続的で生産性の高い農業の推進は、琵琶湖およびその周辺地域の環境保全に特に配慮するとともに、地球温
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暖化その他の気候の変動の農業への影響に積極的かつ効果的に対応することを旨として行われなければならない

こととしました。 

(3) 持続的で生産性の高い農業の推進は、国、県、市町、農業者等、農業関係団体および県民が適切な役割分担の

下に連携し、および協力することを旨として行われなければならないこととしました。 

４ 県の責務（第４条関係） 

(1) 県は、３の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、持続的で生産性の高い農業の推進に関する施

策を総合的に策定し、および実施するものとしました。 

(2) 県は、持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策の策定および実施に当たっては、国、市町、農業者等、

農業関係団体および県民と連携し、および協力するものとしました。 

５ 農業者等および農業関係団体の努力（第５条関係） 

(1) 農業者等は、基本理念にのっとり、持続的で生産性の高い農業の推進のための取組を主体的に行うよう努める

とともに、県が実施する持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策に協力するよう努めなければならないこ

ととしました。 

(2) 農業関係団体は、基本理念にのっとり、県が実施する持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策に協力す

るよう努めなければならないこととしました。 

６ 県民の努力（第６条関係） 

(1) 県民は、基本理念にのっとり、持続的で生産性の高い農業の重要性に対する理解を深めるよう努めるとともに、

県が実施する持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策に協力するよう努めなければならないこととしまし

た。 

(2) 県民は、県内で生産される農産物の消費その他の利用がなされることが、持続的で生産性の高い農業の推進に

おいて重要であることに鑑み、県内で生産される農産物の消費その他の利用に努めなければならないこととしま

した。 

７ 県は、農地の生産力を最大限引き出すため、県内の各地域における農地の土壌の性質に関する調査を行い、その

結果に基づく土壌の性質を改善するための資材の施用その他の農地の土壌を適切に管理する方法の普及に努めると

ともに、水田の多様な利用その他の農地の有効活用の促進に努めるものとしました。（第７条関係） 

８ 県は、消費者等の需要に対応した農産物の生産を促進するため、農業者等、農業関係団体その他関係者の有する

消費者等の需要に関する情報の収集、分析および提供、当該農産物の生産に必要な技術の支援その他の必要な施策

を講ずるものとしました。（第８条関係） 

９ 県は、良質な農産物の安定的な生産および農作業の効率化を促進するため、情報通信技術その他の技術の活用に

関する調査研究を行うとともに、その成果の普及に努めるものとしました。（第９条関係） 

10 県は、主要農作物（稲、大麦、はだか麦、小麦および大豆をいう。(1)および11において同じ。）の優良な種子の

安定的な生産および供給を促進するため、次に掲げる措置その他必要な措置を講ずるものとしました。（第10条関

係） 

(1) 県内に普及すべき主要農作物の優良な品種（(2)および(3)において「奨励品種」という。）の選定 

(2) 奨励品種の優良な種子の生産を行うために必要な原種および当該原種の生産に必要な原原種の生産 

(3) 奨励品種の種子の生産を行うほ場で生産される種子の品質を確保するために必要な審査の実施 

11 県は、本県の地理的および自然的特性に応じ、かつ、新たな需要を開拓する主要農作物その他の農作物の品種の

育成または選定および普及に努めるものとしました。（第11条関係） 

12 県は、近江の伝統野菜（県内において伝統的に生産されている野菜であって、味、形状等において固有の特徴を

備えていると知事が認めるものをいう。）について、その生産を将来にわたって行うことができるようにするため、

品種の維持のための種子の保存、需要の拡大のための情報の発信その他の必要な施策を講ずるものとしました。（第

12条関係） 

13 県は、意欲と誇りを持った多様な農業者等を確保し、および育成するため、新たに就農しようとする者に対する

情報の提供および相談の実施、農業者等に対する農業の技術および経営方法の習得または改善に関する研修の実施

その他の必要な施策を講ずるものとしました。（第13条関係） 

14 県は、環境と調和のとれた農業の普及を図るため、環境こだわり農業（滋賀県環境こだわり農業推進条例(平成15

年滋賀県条例第４号)第２条第２号に規定する環境こだわり農業をいう。）の推進、農業生産活動に伴って生ずる濁

水の流出の防止および農業生産活動に伴って生ずる廃プラスチック類の排出の抑制に関する啓発ならびにこれらに

関する技術および知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとしました。（第14条関係） 

15 県は、地球温暖化その他の気候の変動に起因する気温の上昇その他の自然環境に生ずる影響による農産物の生産
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量の減少、品質の低下その他の被害を防止し、または軽減するため、当該影響を受けにくい農作物の品種の育成等、

当該影響に対応して良質な農産物を安定的に生産するための栽培方法の調査研究およびその成果の普及その他の必

要な施策を講ずるものとしました。（第15条関係） 

16 知事は、県が育成した農作物の新品種、県が発明し、または考案した農作物の栽培方法に関する技術その他の県

の有する農業に関する知的財産の適切な保護を図るため、育成者権、特許権、実用新案権その他の知的財産権の取

得のための手続を行うとともに、取得した知的財産権を適正に管理するものとしました。（第16条関係） 

17 県は、持続的で生産性の高い農業の推進のためには試験研究および普及指導活動が重要であることに鑑み、試験

研究または普及指導活動を行う人材の育成および試験研究が円滑に行われるための環境の整備に努めるものとしま

した。（第17条関係） 

18 県は、持続的で生産性の高い農業の推進に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努める

ものとしました。（第18条関係） 

19 この条例は、令和３年４月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例（条例第55号） 

１ 海区漁業調整委員会の委員について、免責する額を改めることとしました。（第３条関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 琵琶湖森林づくり県民税条例の一部を改正する条例（条例第56号） 

１ この条例の施行後５年を目途として、琵琶湖森林づくり県民税条例（平成17年滋賀県条例第40号）の施行状況、

社会経済情勢の推移等を勘案し、必要があると認めるときは、同条例の規定について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとすることとしました。（付則関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県使用料および手数料条例の一部を改正する条例（条例第57号） 

１ 工業技術総合センター試験等手数料のうち、窯業試験等手数料の額を改めることとしました。（別表第５関係） 

２ 家畜改良増殖法に基づく事務手数料について、家畜人工授精所の開設の許可証の書換え交付および再交付の手数

料を新たに設定することとしました。（別表第43の２の２関係） 

３ この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、１は令和３年１月１日から施行することとしまし

た。 

○ 滋賀県行政財産使用料条例の一部を改正する条例（条例第58号） 

１ 工業技術総合センター使用料のうち、機械電子機器および機能材料機器使用料の額を改めることとしました。（別

表関係） 

２ この条例は、令和３年１月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県食品衛生基準条例の一部を改正する条例（条例第59号） 

１ 自動車営業および自動販売機営業の定義の規定を削除し、特定簡易営業の定義を改めることとしました。（第２

条関係） 

２ 営業施設の基準を改定することとしました。（第３条および別表第１から別表第４まで関係） 

３ その他 

(1) この条例は、令和３年６月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) 関係条例について必要な改正を行うこととしました。 

(4) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 琵琶湖森林づくり条例の一部を改正する条例（条例第60号） 

１ 前文について、所要の整理を行うこととしました。（前文関係） 

２ 基本理念に、森林づくりは、森林の多面的機能が持続的に発揮されるためには森林と人との継続的な関わりが重

要であることに鑑み、農山村の活性化のための取組と一体的に推進されなければならないことを追加することとし

ました。（第３条関係） 

３ 県は、森林の多面的機能が持続的に発揮されるよう、地域の自然的条件および社会的条件を踏まえ、環境に配慮

した森林施業その他の当該地域の森林の発揮すべき機能に応じた適切な森林施業を計画的に推進するため、次に掲

げる措置を講ずることとしました。（第10条関係） 

(1) 県は、継続的な森林資源の利用のためには森林が適切に更新されることが重要であることから、適時に、かつ

適切な方法で、伐採ならびに伐採後の造林および保育が行われるよう必要な措置を講ずることとしました。 
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(2) 県は、風水害等による倒木の発生が県民生活に甚大な影響を及ぼすおそれがあることから、倒木による被害を

防止し、または軽減することができるよう必要な措置を講ずることとしました。 

４ 県は、流域における森林づくりを適切かつ効果的に推進するため、県、市町、地域住民、森林所有者、森林づく

りに関する活動を行う団体等によって構成される組織の整備に努めることとしました。（第15条関係） 

５ 県は、森林と人との継続的な関わりにおいて重要な役割を有する農山村の活性化を図るため、地域資源の活用に

よる都市と農山村の間の交流の促進その他の必要な措置を講ずることとしました。（第17条関係） 

６ 県産材の利用の促進（第18条関係） 

(1) 県は、自ら率先して県産材の利用に努めることとしました。また、県は、県産材の生産、加工および流通の合

理化に加え、これらの高度化の促進のために必要な措置を講ずることとしました。 

(2) 県は、県産材の利用の意義に関する県民の理解と関心を深めるため、木育（木材または木製品に触れることを

通じて行う木材の特性、木材を利用する文化および県産材の利用に関する啓発活動をいう。）を推進することと

しました。 

(3) 県は、市町が実施する県産材の利用の促進に関する施策に関し、市町に対し、必要な情報の提供、助言その他

の支援を行うこととしました。 

７ その他 

(1) この条例は、令和３年４月１日から施行することとしました。 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県国営土地改良事業負担金等徴収条例の一部を改正する条例（条例第61号） 

１ 湖北地区国営土地改良事業について、土地改良法（昭和24年法律第195号）第90条第２項の規定に基づく国営土地

改良事業に係る負担金を徴収することとし、負担金の総額は、同条第１項の規定による当該国営土地改良事業に係

る負担金の額に100分の15を乗じて得た額とすることとしました。（別表関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例の一部を改正する条例（条例第62号） 

１ 知事の登録を受けている浄化槽保守点検業者は、営業所に置く浄化槽管理士に対し、知事が指定する浄化槽の保

守点検に関する研修を受けさせなければならないこととしました。（第12条関係） 

２ その他 

(1) この条例は、令和３年４月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 
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12 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 13 

 

 



14 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 15 

 

 



16 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 17 

 

 



18 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 19 

 

 



20 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 21 

 

 



22 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 23 

 

 



24 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 

 

 



令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 25 

 

 



26 令和 2年（2020 年）12 月 28 日 滋  賀  県  公  報 号外(1) 
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